
Science & Technology Trends March 2002 

5.特集:フランスの科学技術・イノベーション政策
動向 一産学官ナノテクノロジー・イノベーションセンタープロジ

ェクト MINATECー

5.1 緒言

近年、米、日に限らず欧州で、もナノテクノロジーの研

究・開発が活発化しつつある。中でもフランスは 1998

年7月の科学技術関係閣僚委員会(ジョスパン首相議

長)による科学技術の基本方針の決定、 10月の産学

官の代表者からなる「国家科学審議会」設置後、研究

分野、予算の重点化、公的研究機関の大規模な改革

を行い急速な展開を見せている。

1999年6月には政府としての重点分野が、

① ライフサイエンス

② ICT(情報・通信技術)

③人文社会科学

④エネルギー・交通

⑤地球・環境科学、宇宙

のように決定されたが、:コt!z_J!_!_'0_:?ーで按'_恒はー上位.1.;

ある三:て(z:tjさ~~，，_JÇI_(情報:通信ー技術)ーり基ー盤技
術として重要度が高し叱判断されている。

また、同時に「イノベーションと研究に関する法律J

が国会で成立し公的研究機関の研究者の企業活動

への規制緩和や、大学との連携強化等を盛り込んだ

CNRS (国立科学研究センター)改革、予算面での

FNS(国家科学基金)創設、 FRT(技術研究基金)改善、

重点分野についての調整を行う委員会の設置がなさ

れている。

そのような大きな科学技術政策、イノベーション政策

の改革の流れともリンクしたプロジェクトが、産学官マイ

クロ・ナノテクノロジー・イノベーションポーノレ(センタ

:-:-:)_2'_~立主主上MJ.Nl\I~Ç史QJ~ _çn閉山手lt_i_Q!，!_~_I}_M_i~f~

~L~一切Qtt;~IwQ!9_g_i_~~)で、ある。

ç.N_~$J仏国ー立性完全研究主;.-:_:t_~三]、 CEA-L]里IL(仏

原壬力庄電f:_._j晴一報誌術研完j閉じ INPG 一(一空!~!三7"
/v王丹;t_~L坦方歌麿機関支、あ'_~ _A~P.H1芳、ーで?止J県ー
投資一促進閉)_n~_守' i心となり、マイクロテクノロジーからナ

ノテクノロジーまで広範な領域の研究開発を行う産学

総括/情報通信ユニット 小笠原敦

官国際研究拠点を構築するプロジェクトで、ある。

期間は2001年"'-'2005年の5年間で 150MEuro(イ

ノベーションセンター建設予算で、あって、研究費総額

ではないことに注意)をかけ、仏東南部のグ、ノレノーブF

ルにあるグ、ルノーブル国立リサーチパーク(総面積 8

万rri)内にある合計6万ぱの用地に7施設を建設する

ことになっている。

このプロジェクトでは産学官の連携により、カーボン

ナノチューブデ、パイス、単電子デ、パイス等の最先端ナ

ノテクノロ、ジー技術から、 MEMS、バイオチップや半導

体、光技術等のマイクロテクノロジー技術に至る広い

範囲で、基礎研究から応用研究、起業化までを一貫し

て行う InsideStrategyを特徴としている。

98一年J以後Jり.産笠宮連携強化策〉国立研究機関り

改革λー原壬力ー関連E:;.集更し;τどた物一理忍研ー究者ー7研

究テーマの戦略的なシフト、地域政策的視点等、フラ

どヨーの一新主主一科:学ーt五節政策〉ゴよ̂ ，プーを/3/政策Jり縮

図とし:ξt_l注旦土了~~_::t守;三一号/!_上である。

5.2背景~グルノーブルの特色

グルノーブれル地区には欧州および仏の国立研究機

関が集積し、現在でも理工系大学の研究センターと企

業間での共同フ。ロジェクトが盛んで、ある。

産学官合わせて 220の研究所に 17，000人の研究

者が従事している(内訳は民間に 4，000人、公的機関

に 13，000人である。また応用研究と基礎研究の従事

者数の分類では応用研究が 7，000人、基礎研究が

10，000人となる)

さらに公的研究機関の詳細な内訳を見ると、 ESRF

(欧州シンクロトン放射光施設)や EMBL(欧州分子生

物学研究所)等の国際研究機関が約 1，150人、 CEA

(仏原子力庁)、 CNRS(国立科学研究センター)等の

仏国国立研究所に 8，350人、大学設置の研究機関に

3，500人となる。
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図表 1 ゲルノーブルの公的研究機関の人員

International Centers National Centers University research 

ESRF 500 CEA 3，000 UJF 2，300 

ILL 400 CNRS 1，400 INPG 1，230 

GHFML 100 INSERM 2，970 

EMBL 55 F.T. R&D 350 

IRAM 90 CRSSA 300 

INRIA 330 

Total 1，145 8，350 3，530 

出典 PoleUniversity -data for 2000 

*略称詳細

International Centers National Center 

ESRF 欧州シンクロトロン放射光施設 CEA 仏原子力庁

ILL ラウエ・ランジェバン研究所 CNRS 国立科学研究センター

GHFML グルノーブル高磁場研究所 INSERM 国立保健医学研究所

EMBL 欧州分子生物学研究所 F.T. R&D フランステレコム研究開発センタ-

IRAM ミリメトリック電波天文学研究所 CRSSA 陸軍保健サービス研究センター

INRIA 国立・情報オートメーション研究所

University Research 

UJF ジョセフ・フーリエ大学

INPG グルノーブル国立工科大学

図表 2 グルノーブルの民間企業の研究人員

Enterprises Jobs Nationality Activity 

ST Microelectronics 1，000 France， Italy Semiconductor 

Schneider Electric 450 France Electric Equipment 

Hewlett-Packard 400 USA IT 
Lafarge 350 France Cement 

Pechiney 300 France Aluminum 

Bull 230 France IT 

Sun Microsystems 200 USA IT 

Air Liquid 150 France Chemicals 

Xerox Research Center Europe 120 USA IT 
.. . .. . 

......4，000 

(AEPI作成資料をもとに科学技術政策研究所作成 100人以上の研究所のみ記載)

また、学生については MINATECの核のーっとなる

INPG(グルノーブ?ル工科大学)の他、理学と医学を中

心としたジョセフ・フーリエ大学等の4つの大学、
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および、ヒ、、ジネススクール等のグランゼコール、教員養

成大学を含めて 52，000人に上る学生がいる。



5.3 地域科学技術政策としての視点

フランスの地方公共団体の構成は、 22の region(地

域圏)と regionをさらに細分化した 96の departement

(県)からなる。グソレノーブ、ノレはローヌ・アルフ。地域圏、

イゼーノレ県となる。人口は

図表 3人口

France 

Rhone-Alpes 

Isere 

6，042万人

568万人

110万人

出典:AEPI資料

で、ローヌ・アルプ地域圏は面積(43，700km)で、はスイス、

ベルギー、オランダ等に匹敵し、人口で、はデンマーク

やアイルランドに相当する広さを持っている。

そのローヌ・アルプ地域圏でも研究機関の集中する

イゼール県はイノベーションにおいて非常に高い成長

率を誇っている。下表は InternationalPatentsの取得

数である。

図表 4International Patents取得数

Patents Fields 1998 1999 Growth 

rate 

France 13，251 13，592 2.6% 

Rhone-Alpes 1，512 1，536 1.6% 

Isere 235 314 33.6% 

出典:AEPI資料

1998 年から 1999 年にかけてイゼール県の

International Patentsは大幅に増加しているが、これ

は緒言でも述べた公的研究機関ι属オーる班賓金務員

E:;よ9起業L去を業.等虫規制緩却θ効果が出ているとも

言える。

公的研究機関が集積するグ、ルノーブルならではの

効果とも言えるが、地方経済のドライビングフォースと

して産学官を上手にコンパインすることは重要なポイ

ントとなっている。

5.4産学官連携を加速するシステム

もともと国策で学官の研究機関が集積するグルノー

ブル地区であるが、単に施設が集中するだけでは産

学官連携は推進されない。持ιz雪どZは}::，企業θ多-

5だー国賞s:;t.~>_Jlt来り， ï主化的素地支は起業t;~_~_\-:(
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り意識も一低弘法国型旦環境に民士気一\;変~þ.る三とが
ê'きなどと:_~_:~側面がある。背景は大きく異なるが環境

的には日本に近しものがある。

そのような状況を踏まえて産学官連携による研究開

発推進をするためには、産予宜連携だ(且発的lH;起

きるよ;~!，i;X動機;仕!}:j_ _(~T_~:ごーをイ雪ど)ーをプロジェクト
のシステムの中に組み込まれていることが重要だとし

ている。例えば企業に大学や国の研究機関と提携す

る必然性を感じさせるようなシステム作り、学生に起業

を志すことの必然性を感じさせるようなシステム作り、

Investorが安心して投資ができ投資回収も早期から行

えるようなシステムイ乍りである。

これを個別の視点からに具体的に見てゆくと、

OInvestor 

MINATECには将来的なナノテクノロジーの研究だ

けでなく、現在すでに商業化が進んでいるマイクロテ

クノロジーの研究テーマも配置している。これにより、

投資家は短期的なテーマから長期的なテーマまで、リス

クを分散することができる。

またマイクロからナノへの事業移行等を確度高く把

握して投資することや、マイクロテクノロジーの分野で、

早期に投資を回収で、きるメリットがある。

0企業

同様に将来的なナノテクノロジーの研究だけでなく、

現在のマイクロテクノロジーから研究テーマを配置する

ことにより、例えば半導体デ、パイスの微細化のように当

初は高度な物理的パックグPラウンドを必要としなくても、

世代交代で徐々にナノサイエンスの高度な物理学的

パックグ、ラウンドを必要な領域入って行くものもある。マ

イクロの段階から国の研究機関と共同研究を行うこと

によりナノ移行をスムーズに行うことが可能になる。(ナ

ノレベルへの移行はリニアな移行で、はなく、技術的ブ

レークスルーを伴う非線形な過程であるため)

また、大学に対しては集積している優秀な理工系の

大学生、大学院生を人材源として確保できるというメリ

ットがある。

0大学

大学から見た場合、企業が集積していることは研究

パートナーを探すことが容易になるメリットがある。これ

は欧州のファンドが、応用研究については企業ノミート

ナーが付くことが条件になるものがあり、必然性が高い

からである。探索的研究については必ずしもパートナ

ーを必要としなしものもあるが、その場合には期間が1

年間である等制約を受ける場合が多い。
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そして現在大学にとって最も重要であると考えられ

ている項目は、起業するプロセスを学生に間近で、見せ

ることである。先にも述べたように之雪どx立は去国と異

な児、恩賞企業主~_':ÞA~、立?ーた主K12J主主;も_~_?_-:c_:::ど_T_

士三J起一業恒三_1~1:が宣--::>玄 v\るーとーは必ず~t_言之ーな
v¥黄金だめ五。全Jι主太主企業主三らろとhど土一空一七、あ9_
~_~J主国立研究所良~þりÀ)空三上Zz~~てた^ぷ乏七ごー

企業主閉近y;'昆五主ー昆主五三とy;'主--::>玄ー育)~~丈るーとv\ーうー
側面がある。それにより自発的な起業が促されるので

ある。

以上のような産学官連携をモチベートするシステム

作りとともに、新たに建設する建物についても配慮が

なされている。

現在国立研究所、大学、および企業の集積するリサ

ーチノミークは異なった地域にあり、それぞれ独立した

建物となっているが、その聞はトラム(路面電車)で結

ばれ 10分程度で、相互に移動することが可能になって

いる。しかし産学官連携を行うには 10分程度の距離

でさえも「それでも距離感がある」という認識を持って

おり、さらに建物そのものをーカ所に移転して結合す

るという徹底したシステム構築がなされている。

下記構成図を見てわかるように、 MINATECのセン

ターを取り囲むように国立研究機関り開究棟、大学の

エラ三割L_企業_(J)_l¥2研究掠を配置しλ うとれーら主金支結

合ー~玄白血Kt工主来三:きるよ2ι\-:_"I.ど 2gー:乏し_-:ç_~_::?
.立も産会手宜主、集ま--::>-仁三~_T_j_~1>J:_士三士二がヱ:きーる
ように工夫されているのである。

そしてこのような研究機関を街の中心部に隣接して

配置することにより、研究機関、大学問の行き来だけ

でなく生活基盤にも密着させて、研究者が非常に快適

に暮らせる環境を構築していることも特徴である。

日本では新たに施設を建設しようとすると、通常市

街から離れた場所を開発して設置する例が多いが、

MINATECでは従来の古いCEAの施設を取り壊し、そ

の跡地に建設するとしち手法をとっている。

優秀な研究者の招致、そして定着のためには研究

者自身の利便性とともに研究者の家族にも快適な環

境と実感できるととが重要であるとしている。

また、グルノーブル駅からフランス第二の都市リヨン

まで1時間足らず、パリまで、で、もTGVを使えば3時間、

空港は国際空港であるリヨン空港もジュネーブ空港(ス

イス)も車で 1時間程度と、アクセスの点でも魅力的な

都市となっている。

:そりーよ?J;.研究者~~企業>J!!Y_E_)~t9_r:主惹主性ーはも云!で三
:丈必然的_G:た;フー~然J;.産警官連携ーででよ導_<;Y~z~ぅ
梼築I_;_?~:_-:ç.ーは空~.r-:::主点坦あると思われる。

産学官連携をすること自体が最終目的ではなく、あ

図表 5MINATEC建築物構成図

Areaofl五位1echforlnd田町 Building ofPower and Enviromant 

Building of Aぬ 居 間dThvias

Building of S立町t句蜘 Eあ盟ofJ.¥1il'.叩'E(ゴ

(CEA-LETIの資料をもとに作成)
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くまでも研究開発を促進するために必然的に導かれる

手法のーっとしづ位置づけで運営することが重要なの

である。

5.5外国人研究者の役割

77ーピ'_7.:立法政四年三1999空l;JtT札た現舎三弦術

政策0) 'τ-連Jりー改革ー(ー重点{ι、一国立研~機関り改革Jお
よ~ÞJf究員1三閉士長規制緩手'Ç!，.産空宜連一揖?章一{じ)と主
も tÇ，，_~国hポネ~r:}~り支:Î':-註酉り拡五警L任国LA研.
費者ーの招致ι"":)It ¥-ξ弘積極的tt動ーさを見せている。

この MINATECにおいても外国人研究者、外国人

留学生の役割は非常に大きくなっている。現在グ、ノレノ

ーブ、ル地区には約 6，000人の外国人研究者、留学生

がいるが、研究を推進するうえで、大きな原動力となっ

ている。

技術流出についての懸念もあるが、流出の損失より

も得られるメリットのほうが造かに大きいと考えている。

それは異玄{じり班寛煮だ7:-:9_ζ主ιょロ研ー究り多.面住

芳活f主化主計î_Rむ9凸_~1主主ーとλー実耳目的ーな面支はf?!J_
之l工法国警L研ー究開発だけ主立三ヒ三主主主進国C三

主主?三;ζ上主法交起業v虫三三空警様生tl:t責韓Aj警ら主1，
9_ζ主り意ー義だ7.;_きIt¥カ冶らである。

そして外国人研究者を定着させるための様々な施

策も行われている。グルノーブ、ルの国鉄駅前に 6カ国

語のランゲージスクールが設置され、事前にフランス

語を学んで、いなくても来てから学べるようになっている。

研究者の家族にも同様で、初等教育で 4カ国語、中

等教育で 6カ国語での教育を無料で受けることができ

るようになっている。

5.6外国企業の誘致

図表 2では民間企業の研究所を載せたが、研究所

の上位10社に米国企業が 3社入っている。 Hewlett

Packard、SunMicrosystems、Xeroxとしち米国でもトッ

ブランクの企業の研究所が設置されている。

米国企業弘既J玉三り~1.~!}:，ーとご_::(!}:_，りー研究~!三Z主
活用ll-，主1，と積極的ι展開しており、フランス、欧州だけ

ではないインターナショナノレな展開を見せてきている。

これはまたフランス政府が研究開発における自国へ

~_EI?J_(f_q!'_~[g旦DlmpE-JnyeE如何t:海;処方三らり亘接投

資i主重視v亡It\;ると_~_:?ζとり現れでもあり、外国人研

究者の積極的招致とともに海外リソースの重要性の認
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識を示唆したものである。

図表 6外国企業進出数

USA 68 

2 Germany 25 

3 Italy 21 

4 UK 14 

5 Switzerland 9 

6 Sweden 6 

7 Canada 5 

7 Japan 5 

7 Finland 5 

10 Netherlands 4 

10 8elgium 4 

12 Denmark 3 

13 Spain 2 

13 Ireland 2 

15 No附 ay

15 Austria 

15 Israel 

15 Turkey 

15 Australia 

出典:AEPI資料

5.7海外研究機関との提携

外国人研究者の招致、外国企業の誘致と、海外の

研究リソースを積極的に取り入れる展開を見せている

が、海外研究機関との直接的なアライアンスもいくつ

か成立している。

特に"̂'-.J竺芳三VJMf(_，__*国-5EMATE-Cーとり提携ι

スイスの CSEM(Swiss Center for Electronics and 

切jcx()__1: ~_çhl!.<?J~gy)，とり望奨だ注目ーされるo

IM~Ç_，_~fM6JJ~Ç__とり提携支出次世J\V杢導体長
衛，__T:(_~_1~技術主検討さ札益Q_Z!~!~τ7'!~E:-j主子

署f本一り一微細ñQ_工技一衛り鍵を握_~!!;!Z'27i_~技館主、
日本のニコン、キヤノンとともにトップの座にいる ASML

{オヨ之空1り研究所もありλー~q;1_主とtK最ま指Jりー研
究が行われることは間違いない。今後継続的なウォッ

チングが必要である。

また、 CSEち~j;?~_:丈は現，tf.~t噴:l;注Eーを:浴!l~ご'It¥ 

る MEMS技術、マイクロマシン技術で、トッフ。レベルにあ

り(NASAの火星探査衛星搭載用マイクロマシンの作製

委託も受けている)、やはり目を離せない存在である。
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5.8 CNRSの研究

前節までに MINATCプロ、ジェクトの概要、グルノー

ブ、ルの研究基盤について述べてきたが、本節では

MINATECの中心的プレーヤーとなる CNRSの研究に

ついて紹介する。

CNRSはもう一つの核となっている国立研究機関、

CEA-LETIとともにMINATECを運営するが、研究内容

については若干異なる。 CEA-LETIが電子デバイス等

の比較的応用領域の研究が多いのに対して、 CNRSは

士三すよそ竺どろ~o)Z1tf'三7.:'11;占領域主担当する。
研究テーマとしては、

カーボンナノチューブ、

単電子トランジスタ

ナノマグネティクス

ナノオプティクス

ナノマニピュレーション

マイクロロボティクス

マイクロフノレーディクス

等が挙げられているが、現在はカーボンナノチューブ

に関する研究に最も着目しているとのことで、あった。カ

ーボンナノチューブの自己組織化によるインターコネ

クション等、非常に基礎物性に近い研究も行われてい

る。また、ナノ計測の分野でも隣接した放射光施設を

活用する等、最先端の研究が行われている。

5.9 CEA-LETIの研究

CEA一LETIの研究は

シリコンデバイス技術

光デバイス技術

IT技術

MEMS技術

バイオ技術(DNAチップ技術~ナノバイ

オデ、パイス技術)

量子デバイス技術

カーボンナノチューブデバイス

等、先にも述べたように応周研ー究D三三オーだ多ど。 例

えば同じカーボンナノチューブ技術で、もデバイス化を

指向している。 FED(フィーノレドエミァンョンディスプレー

のエミッタ一等はもう既にデ、モが行われている。

また、 IC工ー技術とり~~$:食領域E:;~9.土!=t土ど0:/三

技術だけ乏なふー三三てfオ三土ど0:/三Jと(J)酔全領域;;_-'2_
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いても盛んで、 DNAチップからナノバイオに至る広い

範囲セ句研究が丘む札玄ーどる。

5.10結言

以上フランスの MINATECフ。ロジェクトを紹介してき

たが、このプロジェクトに接して最も感じるのは、 税当き

技衛政策》 :fJ-???Jt7-乞男Jど政策改革だらりー三貫f生とL

非賞ι論理的ふ動的;;設計ーされ立:/0三三:::'!J運嘗ー子
法である。

研究水準そのものはフランスよりもむしろ日本のほう

が高いものが多い。彼らが注目しているカーボンナノ

チューブの領域の研究では日本人研究者、研究機関、

企業の参加を熱望しているのである。

しかし、日本と同様遅れていた研究開発推進のため

の産学官連携の具現化、ハイテクベンチャーのスター

トアッフ。については急速な展開を見せて差を付けつつ

ある。

これは研究開発の推進においては研究水準の問題

だけではなく、研究マネジメント、プロジェクトマネジメ

ントの要素が大きな部分を占めているからである。

国立研究所研究員の兼業、起業に関する規制緩和、

外国人研究者の活用、さらには FDIや海外研究機関

とのアライアンス、パートナーシップ、民間企業への研

究開発における税制上のインセンティブ付与等、ベー

スとなる施策を確実に実行しつつ、動機仕~1芳三ィ土三

三主精細ー1;検討三者塵;~~τ，動的ーなを~~=t主主L'玄挿.築
されていることの意義が大きいのである。

産学官連携においては、連携を行うこと自体が目的

なのではなく、研究開発を促進するための手法のーっ

として、そのような動的なシステムから必然的に導かれ

るということが重要なのである。
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